
（ 厨房設備）  

第３ 条の４  調理を 目的と し て使用する レ ン ジ、 フ ラ イ ヤー、 かま ど 等の設備（ 以下「 厨房設備」

と いう 。） の位置、 構造及び管理は、 次に掲げる 基準によ ら なければなら ない。（ せ）（ ひ）  

⑴ 厨房設備に附属する 排気ダク ト 及び天蓋（ 以下「 排気ダク ト 等」 と いう 。 ) は、 次によ る こ

と 。（ せ）  

ア 排気ダク ト 等は、耐食性を 有する 鋼板又はこ れと 同等以上の耐食性及び強度を 有する 不燃

材料で造る こ と 。 ただし 、 当該厨房設備の入力及び使用状況から 判断し て火災予防上支障が

ないと 認めら れる も のにあつては、 こ の限り でない。（ せ）  

イ  排気ダク ト 等の接続は、 フ ラ ン ジ接続、 溶接等と し 、 気密性のある 接続と する こ と 。（ せ） 

ウ  排気ダク ト 等は、建築物等の可燃性の部分及び可燃性の物品と の間に 1 0 セン チメ ート ル

以上の距離を 保つこ と 。 ただし 、 金属以外の不燃材料で有効に被覆する 部分については、 こ

の限り でない。（ せ）  

エ 排気ダク ト は、 十分に排気を 行う こ と ができ る も のと する こ と 。（ せ）  

オ 排気ダク ト は、 直接屋外に通ずる も のと し 、 他の用途のダク ト 等と 接続し ないこ と 。（ せ） 

カ  排気ダク ト は、 曲がり 及び立下り の箇所を 極力少なく し 、 内面を 滑ら かに仕上げる こ と 。

（ せ）  

⑵ 油脂を 含む蒸気を 発生さ せる おそれのある 厨房設備の天蓋は、 次によ る こ と 。（ せ）  

ア 排気中に含ま れる 油脂等の付着成分を 有効に除去する こ と ができ る グリ ス フ ィ ルタ ー、グ

リ ス エク ス ト ラ ク タ ー等の装置（ 以下「 グリ ス 除去装置」 と いう 。） を 設ける こ と 。 ただし 、

排気ダク ト を 用いず天蓋から 屋外へ直接排気を 行う 構造のも のにあ つては、 こ の限り でな

い。（ せ）  

イ  グリ ス 除去装置は、耐食性を 有する 鋼板又はこ れと 同等以上の耐食性及び強度を 有する 不

燃材料で造ら れたも のと する こ と 。ただし 、当該厨房設備の入力及び使用状況から 判断し て

火災予防上支障がないと 認めら れる も のにあつては、 こ の限り でない。（ せ）  

ウ  排気ダク ト への火炎の伝送を 防止する 装置( 以下「 火炎伝送防止装置」 と いう 。 ) を 設ける

こ と 。ただし 、排気ダク ト を 用いず天蓋から 屋外へ直接排気を 行う 構造のも の又は排気ダク

ト の長さ 若し く は当該厨房設備の入力及び使用状況から 判断し て火災予防上支障がないと

認めら れる も のにあつては、 こ の限り でない。（ せ）  

エ 次に掲げる 厨房設備に設ける 火炎伝送防止装置は、 自動消火装置と する こ と 。（ せ）  

( ｱ)  令別表第１ ⑴項から ⑷項ま で、 ⑸項イ 、 ⑹項、 ⑼項イ 、 ⒃項イ 、 ( 1 6 の２ ) 項及び（ 1 6

の３ ）項に掲げる 防火対象物の地階に設ける 厨房設備で当該厨房設備の入力と 同一厨房室

内に設ける 他の厨房設備の入力の合計が 3 5 0 キロ ワ ッ ト 以上のも の（ せ）（ つ）（ ひ）  

( ｲ)  ( ｱ)に掲げる も ののほか、 高さ 3 1 メ ート ルを 超える 建築物に設ける 厨房設備で当該厨

房設備の入力と 同一厨房室内に設ける 他の厨房設備の入力の合計が 3 5 0 キロ ワ ッ ト 以上

のも の（ せ）（ つ）（ ひ）  

⑶ 天蓋、 グリ ス 除去装置及び火炎伝送防止装置は、 容易に清掃ができ る 構造と する こ と 。（ せ） 



⑷ 天蓋及び天蓋と 接続する 排気ダク ト 内の油脂等の清掃を 行い、火災予防上支障のないよ う に

維持管理する こ と 。（ せ）  

２  前項に規定する も ののほか、 厨房設備の位置、 構造及び管理の基準については、 第３ 条（ 第１

項第 1 1 号から 第 1 4 号ま でを 除く 。） 並びに第９ 条第１ 号及び第４ 号の規定を 準用する 。 こ の

場合において、 第３ 条第３ 項の規定中「 入力」 と ある のは、「 当該厨房設備の入力と 同一厨房室

内に設ける 他の厨房設備の入力の合計が」 と 読み替える も のと する 。（ せ）（ ほ）  

 

【 解説】  

 本条は、気体燃料、液体燃料又は電気を 熱源と する 調理を 目的と し て使用する レ ン ジ、フ ラ イ ヤー、  

オーブン 等の火気設備と 排気ダク ト 、 天蓋等の附属設備について規制し たも のである 。  

 

１  厨房設備の建築物等及び可燃性の物品から の離隔距離は、 表３ の４ －１ のと おり である 。  

  ただし 、 厨房設備が( 一財) 日本ガス 機器検査協会及び( 一財) 日本燃焼機器検査協会並びに( 一社)

日本電機工業会が定めた防火性能基準に適合し たも のについては、防火性能が確保さ れ、安全性が

高いも のと なっ ている こ と から 、当該設備に貼付さ れている 、いずれかの認証ラ ベルに記載さ れて

いる 離隔距離と し て差し 支えない。  



表３ の４ －１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ( 注４ )  機器本体上方の側方又は後方の離隔距離を 示す。  

 ※ 組込型こ んろ ・ グリ ル付こ んろ ・ グリ ド ル付こ んろ と は、 調理台に落と し 込んだこ んろ を いう 。  

キャ ビ ネッ ト 型グリ ル付又はグリ ド ル付こ んろ と は、グリ ル付又はグリ ド ル付こ んろ 専用のキャ ビ ネッ ト（ 台）

の上に取り 付けたも のを いう 。  

据置型レ ン ジと は、 オーブン と こ んろ を 組み合わせて台又は床面に据え置いたも のを いう 。  

 

火気設備等又は火気器具等の種別 離隔距離（ 単位セン チメ ート ル）  

 入 力 上方 側方 前方 後方 

厨

房

設

備 

気

体

燃

料 

不

燃

以

外 

開放式 

組込型こ んろ・ グリ

ル付こ んろ・ グリ ド

ル付こ んろ 、 キャ ビ

ネッ ト 型こ んろ・ グ

リ ル付こ んろ・ グリ

ド ル付こ んろ  

1 4 キロ ワ ッ ト 以下 1 0 0  
1 5  

( 注 4 )  
1 5  

1 5   

( 注 4 )  

据置型レ ン ジ 2 1 キロ ワ ッ ト 以下 1 0 0  
1 5   

( 注 4 )  
1 5  

1 5   

( 注 4 )  

不

燃 
開放式 

組込型こ んろ ・ グリ

ル付こ んろ ・ グリ ド

ル付こ んろ 、 キャ ビ

ネッ ト 型こ んろ ・ グ

リ ル付こ んろ ・ グリ

ド ル付こ んろ  

1 4 キロ ワ ッ ト 以下 8 0  0  - 0  

据置型レ ン ジ 2 1 キロ ワ ッ ト 以下 8 0  0  - 0  

固

体

燃

料 

不

燃

以

外 

木 炭 を

燃 料 と

す る も

の 

炭火焼き 器 - 1 0 0  5 0  5 0  5 0  

不

燃 

木 炭 を

燃 料 と

す る も

の 

炭火焼き 器 - 8 0  3 0  - 3 0  

上記に分類さ

れないも の 

使用温度が摂氏 8 0 0 度以

上のも の 
- 2 5 0  2 0 0  3 0 0  2 0 0  

使用温度が摂氏 3 0 0 度以

上 8 0 0 度未満のも の 
- 1 5 0  1 0 0  2 0 0  1 0 0  

使用温度が摂氏 3 0 0 度未

満のも の 
- 1 0 0  5 0  1 0 0  5 0  

 



 

図３ の４ －１  こ んろ の例 

 

 
※ 図は「 J I S  S 2 1 0 3 ： 2 0 1 5 」（ 家庭用ガス 調理器） 図 1 8 、 3 2 、 3 6 から 引用し たも の 

 

 

＜設置例＞ 

図３ の４ －２  厨房設備（ 気体燃料を 使用する も の）と 建築物等と の離隔距離（ セン チメ ート ル）（（  ）

内は、不燃材料で有効に仕上げを し た建築物等の部分又は防熱板であ る 場合の離隔距離

を 示す。 以下同じ 。）  

 

① 組込型こ んろ ・ グリ ル付こ んろ ・ グリ ド ル付こ んろ 、 キャ ビ ネッ ト 型こ んろ ・ グリ ル付こ ん

ろ ・ グリ ド ル付こ んろ （ 1 4 キロ ワ ッ ト 以下）  

 

正面 側面 

  
※（  ） 内は、 防熱版を 取り 付けた場合の寸法と する 。  

 

組込型こ んろ  

（ 旧ド ロ ッ プイ ン 式こ んろ ）  

組込型グ リ ル付こ んろ  

組込型グ リ ド ル付こ んろ  

キ ャ ビ ネッ ト 型グ リ ル付こ んろ  

キ ャ ビ ネッ ト 型グ リ ド ル付こ んろ  

ト ッ プ プレ ート 面

か ら 上 方 の 間 隔

1 5 ( 0 ) 以上 

1 0 0 ( 8 0 ) 以上 

ド ロ ッ プイ ン 式こ んろ  
1 5 （ 0 ） 

以上 



② 据置型レ ン ジ（ 2 1 キロ ワ ッ ト 以下）  

 

正面 側面 

 

  
※（  ） 内は、 防熱版を 取り 付けた場合の寸法と する 。  

 

２  第１ 項は、 厨房設備の位置、 構造及び管理についての規定であ る 。  

 ⑴ 第１ 号は、 排気ダク ト 等の構造を 規制し たも のである 。  

  ア 本号アは、 排気ダク ト 等の材質を 規定し たも ので、 厨房設備に設ける 排気ダク ト 等は、 使用

に際し て発生する 燃焼廃ガス のほかに調理に伴う 油脂、水蒸気、じ んあい等に耐えら れる よ う 、

ま た、 万一ダク ト 火災が発生し た際にも 容易に破壊し ないよ う 、 一定の耐食性及び強度が要求

さ れる も のである 。  

    「 耐食性を 有する 鋼板又はこ れと 同等以上の耐食性及び強度を 有する 不燃材料」 と は、 排気

ダク ト 等の材質については、ス テン レ ス 鋼板又は溶融亜鉛めっ き 鋼板、ガルバリ ウ ム 鋼板（ J IS  

G3 3 2 1 によ る 溶融 5 5 ％アルミ ニウ ム －亜鉛合金めっ き 鋼板を いう 。 以下同じ 。） 若し く はこ

れと 同等以上の不燃材料を いう も のである 。  

    ま た、ただし 書き の「 当該厨房設備の入力及び使用状況から 判断し て火災予防上支障がない

と 認めら れる も の」 と は、 当該厨房設備の入力が 2 1 キロ ワ ッ ト 以下であっ て、 かつ、 当該厨

房設備の使用頻度が低いと 認めら れる 場合を いう も のであり 、 こ の場合には、 天蓋と し てス テ

ン レ ス 鋼板等ではない溶融亜鉛めっ き 鋼板、ガルバリ ウ ム 鋼板又はこ れと 同等以上の金属製の

レ ン ジフ ード フ ァ ン を 設置する こ と ができ る 。 なお、 一般の家庭において通常行われている 程

度の使用については、 こ れに該当する も のと し て取り 扱っ て差し 支えない。  

イ  本号イ の「 フ ラ ン ジ接続、 溶接等」 には、 排気ダク ト を 差込み、 リ ベッ ト で止めてさ ら に耐

熱テープで巻く も のも 含むも のである 。  

ウ  本号ウ は、 ダク ト 内に火が入り 、 ダク ト 内が延焼し ても ダク ト 周囲の工作物に延焼し にく い

構造と する ための規定で、 1 0 セン チメ ート ルの離隔距離は最低の基準であり 、 でき る かぎり

大き な離隔距離を 取る 必要がある 。  

ただし 書の「 金属以外の不燃材料で有効に被覆する 部分については、 こ の限り でない。」 と

は、 排気ダク ト 等にロ ッ ク ウ ール保温材（ J IS  A9 5 0 4 に示すも の）、 けい酸カルシウ ム 保温材

（ 注）  

バッ ク ガード のな

い機器はト ッ ププ

レ ート の上面よ り

と する 。  

ガス 機器付属

バッ ク ガード  

1 0 0 ( 8 0 ) 以上 

1 5 （ 0 ）  

以上 

1 5 （ 0 ）  

以上 

1 5 （ 0 ）  

以上 



（ J IS  A9 5 1 0 に示すも の） 又はこ れら と 同等以上の遮熱性及び耐熱性を 有する 不燃材料で、

厚さ 5 0 ミ リ メ ート ル以上被覆し た場合を いう 。  

  エ 本号エの「 十分に排気を 行う こ と ができ る も の」 と は、「 換気設備の衛生上有効な換気を 確

保する ための構造」（ 昭和 4 5 年建設省告示第 1 8 2 6 号） に適合する 排気能力を 有する も のを

いう 。  

  オ 本号オは、排気ダク ト に一般の空調用のダク ト が接続さ れている と 、排気ダク ト に火が入っ

た場合、 ダク ト 内を 火が走り 、 空調の排気口等から 火を 吹き 出し 建物に延焼する 危険がある た

めに設けら れた規定であり 、 厨房設備の排気ダク ト は専用と する こ と が必要である 。 ただし 、

給湯湯沸設備等の煙突のう ち建基令第 2 0 条の４ 第２ 項第５ 号ただし 書に該当する も のにあっ

ては、 火災予防上十分な安全性を 確保でき る 措置を 講じ た場合、「 広島市火災予防条例の運用

について」（ 平成５ 年 1 1 月 2 9 日指検第 2 6 号広島市消防局長通達）（ 別添資料２ ） に限り 、

第 1 8 条の２ （ 基準の特例） を 適用し 厨房設備に附属する 排気ダク ト と 接続と し ても 差し 支え

ない。  

⑵ 第２ 号は、油脂を 含む蒸気を 発生さ せる おそれのある 厨房設備の天蓋について規定し たも ので

ある 。  

「 油脂を 含む蒸気を 発生さ せる おそれのある 厨房設備」 と は、 天ぷら 、 炒めも のその他排気ダ

ク ト における 火災の原因と なる 油脂を 含む蒸気を 発生する 調理に使用する 厨房設備を いう 。  

  ア 本号アの「 油脂等の付着成分を 有効に除去する 」 と は、 排気中に含ま れる 油脂類を でき る だ

けダク ト 内に進入さ せないよ う に入口で除去する こ と を いう 。 ただし 書の「 排気ダク ト を 用い

ず天蓋から 屋外へ直接排気を 行う 構造のも の」 と は、 天蓋が建築物外部に面する 壁に接し て設

けら れており 、 こ の接続部に存する 排気口から 屋外へ直接排気を 行う も のを いう 。  

  イ  本号イ の「 耐食性を 有する 鋼板又はこ れと 同等以上の耐食性及び強度を 有する 不燃材料で造

ら れたも の」 と は、 ス テン レ ス 鋼板又はこ れと 同等以上の耐食性及び強度を 有する 不燃材料で

造ら れたも のを いう 。  

ま た、「 当該厨房設備の入力及び使用状況から 判断し て火災予防上支障がないと 認めら れる

も の」 と は、 前⑴アと 同様であり 、 こ のよ う な場合には、 ス テン レ ス 鋼板等ではない溶融亜鉛

めっ き 鋼板、ガルバリ ウ ム 鋼板又はこ れと 同等以上の金属製のグ リ ス フ ィ ルタ ーと する こ と が

でき る 。  

ウ  本号ウ は、 仮に天蓋に火が燃え上がっ ても 、 ダク ト への延焼を 防止する こ と を 目的と し た規

定である 。  

   ( ア ) 「 火炎伝送防止装置」 と は、 防火ダン パー又は自動消火装置（ フ ード ・ ダク ト 用、 レ ン ジ

用、 フ ラ イ ヤー用、 フ ード ・ レ ン ジ用、 フ ード ・ フ ラ イ ヤ用、 ダク ト 用及び下引き ダク ト 用

簡易自動消火装置を いう 。） を いう も のである 。  

ま た、「 排気ダク ト の長さ から 判断し て火災予防上支障がないと 認めら れる も の」 と は、

厨房設備から ５ メ ート ル以内にフ ァ ン 停止用ス イ ッ チを 設け、かつ、その旨の表示が行われ

ている 場合であっ て、次のいずれかに該当する 場合は、火炎伝送防止装置を 設置し ないこ と

ができ る 。  



    ａ  厨房室から 直接屋外に出る 水平部分の長さ が４ メ ート ル以下の排気ダク ト で、厨房室内

に露出し て設置さ れている も の 

    ｂ  耐火構造の共用排気ダク ト に接続さ れている 水平部分の長さ が２ メ ート ル以下の排気

ダク ト で、 厨房室内に露出し て設置さ れている も の 

     なお、 本号アの「 排気ダク ト を 用いず天蓋から 屋外へ直接排気を 行う も の」 及び本号イ の

「 当該厨房設備の入力及び使用状況から 判断し て火災予防上支障がないと 認めら れる も の」

についても 、 火炎伝送防止装置を 設置し ないこ と ができ る 。  

   ( イ ) 「 火炎伝送防止装置」 と し て防火ダン パーを 設ける 場合は、 次によ る こ と 。  

    ａ  グリ ス 除去装置に近接する 部分に設ける こ と 。  

    ｂ  火炎等によ り 温度が上昇し た場合において、自動的に閉鎖する 構造と する こ と 。こ の場

合、自動閉鎖の作動温度設定値は周囲温度を 考慮し 、誤作動を 生じ ない範囲ででき る 限り

低い値と すべき である こ と 。  

    ｃ  防火ダン パーは、 厚さ 1 .5 ミ リ メ ート ル以上の鉄板又はこ れと 同等以上の耐熱性及び

耐食性を 有する 不燃材料で造ら れたも のである こ と 。  

    ｄ  閉鎖し た場合に防火上支障のある すき 間が生じ ないも のである こ と 。  

   ( ウ ) 自動消火装置の性能及び設置基準については、「 フ ード 等用簡易自動消火装置の性能及び

設置の基準について」（ 平成５ 年 1 2 月 1 0 日消防予第 3 3 1 号） によ る こ と と する が、（ 一

財） 日本消防設備安全セン タ ーの認定品を 使用する こ と が望ま し い。  

エ 本号エは、特定の防火対象物又はその部分に設けら れる 厨房設備の火炎伝送防止装置と し て

は、 防火ダン パーは認めら れず､自動消火装置と し なければなら ないと し た規定である 。 特定

の防火対象物又はその部分における 同一厨房室内に設ける 厨房設備の入力の合計が 3 5 0 キロ

ワ ッ ト 以上であれば、当該厨房室内にある 油脂を 含む蒸気を 発生さ せる おそれのある 厨房設備

の天蓋すべてに自動消火装置を 設置する 必要がある 。  

 

３  第２ 項は、 第３ 条の炉の位置、 構造及び管理についての規定が第１ 項第 1 1 号から 第 1 4 号ま で

を 除いて、 厨房設備に準用さ れる こ と を 規定し ている 。 ま た、 こ の場合において第３ 条第３ 項の

規定中「 入力」 を 「 当該厨房設備の入力と 同一厨房室に設ける 他の厨房設備の入力の合計が」 と

読み替える のは、 厨房設備の場合、 その使用形態上、 同一室内において複数の設備が一体と し て

同時に使用さ れる 場合が多いため、 同一厨房室内に設ける すべての厨房設備の入力の合計によ る

こ と と し たも のである 。  

  なお、 不燃区画、 自動消火装置及び届出に関し ての 3 5 0 キロ ワ ッ ト の算定にあっ ては、 調理を

目的と する 設備及び器具は全て算定の対象と する こ と 。 ま た、 排気ダク ト 等の位置及び構造につ

いては、本条によ る ほか、細部については、「 厨房設備に付属する 排気ダク ト 及び天蓋の設置基準」

（ 昭和 6 1 年 1 2 月 2 0 日甲検第 2 4 号広島市消防局長通達）（ 別添資料３ ） によ る こ と と し てい

る 。  


